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原子力機関（NEA）は、あらゆる種類の放射性廃棄物を管理するための社会的に受け入れられる
安全で持続可能な戦略の開発において加盟国を支援している。そうした廃棄物には、放射性廃棄物
と見なされる使用済み核燃料、原子力施設の廃炉、レガシーサイトと施設、廃棄物の管理が含まれ
る。NEAは、これらの分野における国家プログラムの開発に関し、政策・戦略・規制面で信頼性の
高い権威ある情報を政府やステークホルダーに提供している。本書は、この取り組みにおける最新
の刊行物である。

多くのNEA加盟国は、使用済み核燃料と高レベル放射性廃棄物の深地層最終処分場（DGR）の
開発に取り組んでいる。DGRは数十年にわたって開発、設置、操業され、何十万年もの間放射線物
質を隔離し、封じ込めるように設定・設計されている。DGRは使用済み核燃料と高レベル放射性廃
棄物を永久的に処分するための安全で効果的なアプローチであるというのが今日の科学的コンセン
サスである。これら最終処分場は、本質的に安全で永続するように設計されており、安全性の維持
に人の手による保全・介入を必要としない。本文書は、高レベル放射性廃棄物の管理および処分の
課題が今日では適切に対応されていることを確認する、数十年にわたる世界規模の分析を要約する
ものである。
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エグゼクティブ・サマリー

エグゼクティブ・サマリー

現在、世界中の多くの国が原子力発電所を稼働しているか、またはその建設を検討している。国に
よっては、経済成長と人類の発展を支えるため、コスト効率がよく安定的なエネルギーへのアクセ
スを確保しつつ気候変動問題に対応できる原子力はその重要な戦略の一部となっている。しかし、
世界の一部では原子力の「持続可能性」について議論が交わされ、特に使用済み核燃料（SNF）な
らびに高レベル放射性廃棄物（HLW）の長期的な管理ということが持続可能性の面で重要な課題と
なっている。

約70年前に原子力発電が商業利用され始めた当初より、原子力セクターは、その原料のライフ
サイクル全体とその影響に責任をもって取り組んできた。これには、厳格な法的枠組みに基づいて
運用される廃棄物管理のための先進技術の使用が含まれる。一部の国は、何十年にもわたって、使
用済み核燃料（SNF）を再利用し、最終的な廃棄物量を最小限に抑えることで循環型経済の原則を
適用してきた。しかし、どのような場合でも、高レベル放射性廃棄物（HLW）の最終処分には注意
が必要であった。

これまで、国家および国際レベルの政策立案者および科学者たちが、SNF/HLWの安全な廃棄処
分を提案、調査、および実施して、現在および将来の世代に対する責任を果たしてきた。安全な中
間貯蔵施設を効果的に実装したことで、専門家たちは民主的で透明な意思決定プロセスの中でSNF/
HLWの最終管理に向け、堅牢な技術的ソリューションを開発するために必要な時間を得ることがで
きた。

今日の科学的コンセンサスは、SNF/HLWを永久に処分する安全で効果的なアプローチは深地層
最終処分場（DGR）であるというものだ。世界的に認められた放射線防護基準を採用している各国
の独立規制当局は、SNF/HLWを人類や環境から隔離するための有効な手段であるとしてDGRを支
持している。

SNF/HLWの長期管理の安全原則と技術的ソリューションは今では確立されており、その要件
は、資格のある国際機関によって独自に審査の上問題ないと判定されている。これには、さまざま
な選択肢とその実装のフィージビリティが考慮されている。

SNF/HLWの深地層最終処分の安全性に関しては、半世紀以上にわたって科学的・技術的なコ
ンセンサスが形成されてきた。また、それに関与する技術に関しては、史上最大級といっていよい
ほどの規模で世界中の科学・工学コミュニティが動員されたおかげで入念な分析が行われた。多く
の場所で地下研究所（URL）が建設・運営され、現場での実験が繰り返し実施されている。その結
果、今では安全なDGRの設計と建設可能性のための強固な基盤ができあがっている。蓄積された科
学的成果、技術的エビデンス、ならびに安全性の実証が世界的に認められた専門家によって公開さ
れ、批判的評価を受けることによって現在の成熟レベルに至っている

その結果、今日では、深地層最終処分場での処分を通じてSNF/HLWを人間環境から除去するこ
とが安全かつ環境的に健全であり、科学技術は十分に開発されているという科学に基づいた確信が
できあがっている。だが、今日下された深地層最終処分場（DGR）に関する決定が今後何世紀にも
わたって社会に関わり続けることを考えると、すべてのステークホルダーとの十分な対話は不可欠
である。
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エグゼクティブ・サマリー

現在、多くの国が低炭素の原子力発電から生じるSNF/HLWを安全に管理・保管しており、現在
の廃棄物処理ソリューションは、独立機関が監督する広範かつ厳格な法規制に準拠している。一部
の国では、最終処分の産業的展開を推し進めつつある。例えば、フィンランドは2016年に深地層最
終処分場（DGR）の建設を決定し、現在建設中のDGRは2023年に稼動開始予定である。スウェー
デンでは、DGR建設許可申請が2011年に提出され、政府の決定がまもなく下されるとみられる。
フランスでは、長期的なHLW管理のための標準ソリューションとして2006年に深地層最終処分場
が選択された。DGRはもはや理論にとどまらず、実証された安全なソリューションであり、現在で
はいくつかの国で産業規模で採用されている。この経験が今後、他国が参考とできる確立された土
台を提供することになろう。

本報告書はDGRの実現可能性を評価するために適用される知識、技術開発、安全基準、規則、
および要件の現状を政策レベルで総合的にまとめたもので、SNF/HLWが人間や環境に害を与える
ことはないという議論に道理とエビデンスを提供するため、いかに科学コミュニティが英知を結集
して国際協力してきたかを示している。また、公開コンサルテーションも含め、科学・規制当局や
その他のステークホルダーから実現可能性が受け入れられた後の深地層最終処分場プロジェクトの
進捗状況についてもいくつかの国について報告する。現在では、科学を根拠にSNF/HLWの安全な
管理と処分に向けた人類の能力に確信が高まっている。この確信は、まさに原子力の全体的な持続
可能性に資するものといえよう。
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はじめに

1.  はじめに

現在、多くの国が原子力発電所を稼働しているか、原子力の利用を検討している。一部のステーク
ホルダーにとって、原子力エネルギーは、発送可能なゼロ・カーボンのエネルギーを大量に低コス
トで提供できるため、気候変動対応戦略の重要な一角を成す。一方、原子力技術は、特に発電の結
果生じる高レベル放射性廃棄物（HLW）と使用済み核燃料（SNF）の管理に関して、疑問を投げか
けている。これらの疑問が未解決であるように見られる限り、温室効果ガスの排出量削減が世界的
な優先課題となる中、多くの国で低炭素エネルギーの供給に貢献している原子力エネルギーの長期
的な持続可能性について議論が巻き起こる。

この文書の目的は、HLWとSNFの長期管理に関する事実情報を提供することで、将来のエネル
ギー政策を達成するために各国がどのような戦略を採用すべきか、という観点からではなく、安全
な長期的ソリューションが今存在しており、産業規模で展開されていることを示すために書かれて
いる。

原子力は少量の放射性廃棄物を生み出し、人や環境への危険性を安全に管理するためには厳格
な管理が必要となる。これらの放射性廃棄物は、放射能のレベルと減衰時間/半減期に応じて分類
される。これらの2つの要因を使用して、非常に低レベルの廃棄物から、低レベルの廃棄物、中間
レベルの廃棄物、および高レベルの廃棄物まで危険度の「レベル」が決定される。民生用原子力で
は、すべてのSNF/HLWは、原子力発電所の炉心に使用される金属被覆セラミック燃料の利用から
発生する。この燃料は本質的な物理的構成を維持するが、一度原子炉で使用されると、非常に放射
性が高くなる。放射能の大半は数百年後に減衰するが、放射性核種によっては数千年間存続するも
のもある。SNF/HLWは、原子力発電所、中間貯蔵施設、再処理施設など、さまざまな原子力施設
で安全に管理されている。より長期的には、数十年にわたる地下研究所（URL）での研究と実証を
経て、現在では深地層最終処分場（DGR）での最終処分が最適なソリューションであると認識され
ている。

DGRがこれらの物質を処分するための最良の技術であるという国際的な科学的コンセンサス
は、他の原子力施設の安全アプローチとは異なる安全アプローチに基づいている。アプローチが異
なるのは、すべての廃棄物が定置され施設が閉鎖された後（多くの場合、閉鎖後期間と呼ばれる）
、操業が終了した後も長期間にわたって安全を確保する必要があるためである。DGRの閉鎖後期間
は、数千年にわたって存続する放射性核種に関連する危険性を考慮している。DGRは、生物圏から
廃棄物を隔離して人や環境との接触を防止するため、地表から数百メートル以上地下の安定した地
層（花崗岩粘土や岩塩など）に核廃棄物を封じ込めるよう設計されている。これらの施設は、安全
を維持するために、周知の自然法則と深層防護の層に依拠している。

この文書では、数十年にわたる科学的調査および分析によって慎重に開発され導かれてきた
DGRにおけるSNFおよびHLWの安全な処分に関する世界的なコンセンサス・アプローチを説明す
る。ここで説明するように、DGRの堅牢な安全アプローチは、人と環境に対するリスクが極めて低
いことを確実にするものである。
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放射線防護および安全戦略

2.  放射線防護および安全戦略

SNF/HLW の保管および処分施設は、次の目的で設計および運営される：（1）人と環境を保護する
ための国際的に承認され受け入れられた放射線基準に準拠すること、（2）現在と未来双方で、予
期されるか否かにかかわらずあらゆる状況において安全性を確実に維持するための深層防御アプロ
ーチの一環として、複数の安全機能またはバリアを利用する安全戦略を実施すること。

2.1  放射線防護基準
放射線防護の科学を推進するため1928年に設立された独立非政府組織である国際放射線防護委員会
（ICRP）は、規制機関および諮問機関に勧告を提供する諮問機関で、主に、適切な放射線防護の
基礎となる基本原則に関するガイダンスを提供している。

ICRPは地層処分に特化した勧告を発表した。地層処分に関する最新のガイダンスは、Publication 
122 （ICRP, 2013, “Radiological Protection in Geological Disposal of Long-Lived Solid Radioactive 
Waste”[長寿命放射性固体廃棄物の地層処分における放射線防護］）に記載されている。ICRPの
Publication 122には、以下のような長期的な危険に対処するための勧告が含まれている。

•	 「将来における個人と集団が、現在の世代が与えられているのと少なくとも同じレベルの防
護を供与されるべきである」という基本原則に引き続き依拠すること（ICRP, 1998）。最
適化原則の適用にあたって、ICRPが勧告する廃棄物処分施設の設計の放射線学的な判断基
準は、深地層最終処分場（DGR）近辺の潜在的住民に対して年線量拘束値0.3 mSv/年である
（それに対し、自然環境から受ける年間のグローバル平均線量は2.4 mSv/年）（UNSCEAR 
2010）。

•	 保護の最適化（つまり、放射線量を削減するために合理的なすべてを行うこと）は、DGRの
安全機能を強化するために、利用可能な最良の工学的設計技術を含めた防護対策オプション
の反復的、系統的かつ透明性の高い評価として最大限に広義に理解されるべきである。

•	 3つの主な時間枠が考慮されるべきである。つまり、直接的監視期間（処分施設が操業中で
能動的な監督下にある）と間接的監視期間（処分施設が部分的または全面的に密閉され、間
接的な規則、行政または社会による監視が継続される可能性がある）、さらには遠い将来、
処分施設の記憶も失われてしまう可能性がある無監視期間である。

原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）、世界保健機関（WHO）、国際原子力機
関（IAEA）、OECD原子力機関（NEA）、欧州連合（EU）などの国際機関ならびに放射線防護を
担当する国家機関は、個人および環境を保護するための重要な基盤として、ICRPが発表する勧告
と原則を認め、それを利用している。すべてのDGRプログラムは、独立ICRPの自主的な勧告およ
び原則と合致する。

たとえば、EUレベルでは、欧州原子力共同体（EURATOM）の廃棄物に関する指令（使用済み燃
料と放射性廃棄物の責任ある安全な管理のためのコミュニティフレームワークを確立する、理事
会指令 2011/70/EURATOM  2011年7月19日）は、EURATOMによる放射線防護のための基本安
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放射線防護および安全戦略

全基準（電離放射線からの被ばくによる危険から保護するための基本的な安全基準を定めた2013
年12月5日付けの理事会指令2013/59/EURATOM）を明示的に参照している。最初の基本安全基準
（BSS）指令は、労働者と一般の人々に対して電離放射線からの被ばくからできる限り最大の保護
を提供できるよう、1959年に採択された。この指令はその後も定期的に、最新の科学的発見や勧告
を考慮して定期的に改正されている。最新のBSS指令は2014年に採択され、2018年2月までにEU
各加盟国の国内法に取り入れられた。この新しい指令は、欧州の放射線防護法を近代化し、単一の
指令に統合するもので、EU加盟国すべてに法的拘束力を持つ。

2.2  安全戦略
原子力発電で発生する放射性廃棄物を安全に管理する責任は、開発業者、業界、規制当局、国際機
関、政府にとって重要な政策課題となっている。放射性廃棄物の処分に関する科学的調査と批判的
議論は何十年もの間続いてきた。1970年代から、SNF/HLWの廃棄方法を検討・評価した研究や国
際会議が数多く行われている。DGRは世界中のさまざまな母岩で検討されているが、DGRにおけ
るSNF/HLWの安全な廃棄に関する総合的な戦略は、操業期間即ち閉鎖前期間（廃棄物がDGRで取
り扱いおよび配置される期間など）と、閉鎖後期間（すべての廃棄物が配置されDGRを密封後閉鎖
した後の期間）の双方についてあまねく受け入れられている。NEA放射性廃棄物管理委員会は1995
年に、「The Environmental and Ethical Basis of Geological Disposal of Long- Lived Radioactive 
Wastes（長寿命放射性廃棄物地層処分の環境上および倫理的基準）（NEA, 1995）」と題した集約
意見を発表した。

EUレベルでは、EURATOMの廃棄物指令で以下のように述べている。

�[ … ] 現時点では、廃棄物とみなされるSNF/HLWの管理の最終地点として、深地層最終処分が
最も安全で持続可能な選択肢であるということがテクニカルなレベルで広く受け入れられてい
る。加盟国は、使用済み核燃料および低レベル、中レベル、または高レベルの放射性廃棄物の
管理に関してそれぞれ自国の政策に対する責任を保つ一方で、国家政策に処分方法の選択肢に
関する計画と実施を含めるべきである（EU, 2011）。
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2.2.1  操業上の安全 戦略

操業期間（時には閉鎖前期間とも呼ばれる）は、DGRに放射性廃棄物が収納され、作業（取り扱い
や配置作業など）による放射線被ばくの可能性が生じた時点から開始する。DGRでの作業は、現在
稼働中の他の多くの原子力施設で安全を確保するために使われている、確立された工学設計および
操作手順の多くに依存しているが、これら施設は、主にアクティブな安全システム（電動濾過シス
テムの使用、操作手順など）を活用する深層防護アプローチを利用している。このように、原子力
施設での放射性物質の取り扱いと使用では、個人が放射性物質にさらされる時間を最小限に抑え、
放射性物質の放出を制限し、放射線モニターとアラームを使用してばく露を防止している。また、
原子力施設では、放射線物質の放出を防止し、操業中の施設での放射線から人と環境を保護するた
め、保守プログラム、モニタリングおよび監視計画、などの工学設計と手順はすべて独立した規制
当局による点検と監督の対象となっている。

HLWの保管施設には、DGRのために計画されているものとよく似た、あるいは場合によっては
同一の活動や機器が含まれる（同様の規模の廃棄物パッケージを運搬するクレーンなど）。DGR
における操業上の安全は、現在保険施設の安全を維持するために使用されている実証された技術と
手順に依拠することができる。IAEA では、世界各国で保管されている使用済み燃料は25万トンあ
り、12万トンが再処理済みと推定している（IAEA、 2018）。この数値は大量に思えるかもしれな
いが、産業界の基準から言えば実際はかなり小規模といえる。たとえば、米国は1950年代から約8
万3000トンの使用済み核燃料を発生させているが、すべてが高さ10ヤード（約9メートル）にも満
たない１つのフットボール場面積に収まる量である（DOE、2020）。

保管の選択肢には、プール内で貯蔵する湿式貯蔵とキャスクに貯蔵する乾式貯蔵がある。IAEA
では、貯蔵用プールを50年以上の操業実績に基づく成熟技術、乾式キャスク貯蔵システムを30年以
上の操業実績を持つパッシブ・システムとしている（IAEA、2013）。乾式キャスクには、劣化メ
カニズム（熱や放射線へのばく露など）に対する耐性を特に考慮して設計されたキャニスターが含
まれている。貯蔵施設は、様々な事故シナリオと、露出燃料の取り扱い作業（キャニスターの搭載
時）において安全を維持するよう設計されている。これらは濾過システムを利用して、人と環境を
放射線から防護するため、問題となるような量の放射性物質が放出されるのを防いでいる。

放射線から防護するため、SNFを安全に保管してきた数十年間にわたる記録が、処分を急ぐこ
となく、科学的情報に導かれた慎重なペースでのDGRプログラムの開発を進めることを可能として
きた。

使用済み燃料の乾式貯蔵施設 。
原子力エネルギー協会（NEI）、米国

湿式貯蔵コンテナ 。
Swedish Nuclear Fuel （SKB社）、スウェーデン
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DGRでの操業には、採掘技術や規制も考慮する必要があり、地表施設と比較して地下施設特有
の懸念事項がある。しかし、DGRの操業段階は、他の原子力施設（特に貯蔵施設）の現行能力と慣
行内で完全に適応可能である。これらのアプローチにより、作業員と放射性物質との間の安全な距
離の維持、環境への放射性物質の放出防止、そして操業期間を通した点検・保守・監視プログラム
の実施を確実に行うことができる。大規模な原子力プログラムを有する国は、すでに稼働中の施設
を通じて、幅広い実績を積んでいる。多国間協力と場合によっては各国の対等な提携により、他国
もこうした経験を活用することができる。

2.2.2  閉鎖後の安全 戦略

閉鎖後のDGRの安全戦略には、操業中の施設とは異なる課題がある。操業上の安全戦略は主
に、DGR閉鎖前の数十年から1世紀にわたる期間中に存在する施設の作業員によるアクティブな安
全システム（操業手順、電力に依存するろ過システム、点検・保守プログラムなど）に依存する。
閉鎖後の安全性では、SNF/HLWに存在する長寿命の放射性核種の高濃度が持続するため、極めて
長い期間が考慮されなくてはならない。従ってDGRは、将来の世代のサポートを必要とするアク
ティブな安全システムに依存するのではなく、パッシブな安全性を具備するよう設計されている
（NEA、2013aおよびIIAEA、2011）。

パッシブな安全性のための閉鎖後安全戦略は、廃棄物の「隔離と封じ込め」の1つである。環
境や人間の活動から離れた場所に廃棄物を隔離するよう、DGRは地中深くにある（例えば、地下数
百メートル）。DGRでは、特別に設計された人工バリア（廃棄物パッケージや人工バックフィルな
ど）を備えた貯蔵施設にSNF/HLWを封入し、この貯蔵施設を放射性物質の移動を抑制して生物圏
への放出を抑える特性を有する母岩に設置する。DGRに適した立地の特徴と工学設計を組み合わせ
ることで、放射能がDGRの地下環境内で減衰できる特性が提供される。安定した環境を提供し、よ
く知られた自然法に従って進化する母岩の特性を通じて、DGRは長期にわたってSNF/HLWを処分
場の中に封じ込める。この「パッシブな安全性」によって、DGRは将来の世代による保守や修復作
業を必要とせず、非常に長期にわたって人と環境を保護することを可能にしている。さらに、複数
の安全機能が存在することでDGRの堅牢性は強化されており、その安全性は（深層防護の原則に定
められるように）単一の安全バリアに依存するものではない。

放射線防護および安全戦略

使用済み核燃料に対する 
5層のバリア 。

カナダ核燃料廃棄物
管理機関（NWMO）
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想定期間が遠い将来まで長期にわたることから、DGRの安全性に関してどれだけ確信がもてる
のか、すべてのステークホルダーは疑問を投げかけている。人間の構築物の性能を数百年にわたっ
て保証することは困難だが、DGRにふさわしい地層の中で開発されたDGRは、すでに数百万年か
けて形成されてきたこれらの地層で非常に長期にわたって安定した予測可能な環境を提供するとい
う見解に科学者たちは同意している。DGRを埋設するための地層の安定性は、SNF/HLWの長期的
な封じ込めと隔離に必要な期間をはるかに超えた地層の安定を裏付ける地球科学の活発な研究から
得られたグローバルな地質学的理解に基づくものである。選ばれた母岩には科学的証拠の裏付けが
あり、たとえいつかDGRの記憶が失われたとしても、地質特性と環境の実証済みの安定性により
DGRの完全にパッシブな方法による複数の安全機能が働いてDGRの閉鎖後の安全を示すことが可
能となっている。その際、DGRサイトの慎重な選択プロセスが必要であることは言うまでもない。

2.3  放射線防護および安全戦略のまとめ
ICRPが推奨する放射線防護のための勧告とアプローチは、進化する科学的知識を活用して何十
年にもわたって開発されてきたものである。これらはEU、IAEA、NEA、および各国の核開発
計画によって支持され、適用されている。DGRと一時保管施設の概念の発展に伴い、作業員と
住民を確実に保護するため、これらの放射線防護基準が設計に取り入れられてきた。DGRの安
全戦略は過去数十年間にわたり、操業活動（保管および取り扱いなど）と閉鎖後数千年の期間
の双方を念頭に置いて開発されてきた。DGRは、堅牢な人工バリアと、安定した安全な環境を
提供する母岩の特性とを組み合わせることにより、非常に長期間にわたってSNF/HLWを隔離
し、封じ込める。DGRの「パッシブな安全性」により、将来の世代による保守や修復措置を必
要とすることなく、非常に長期にわたる人と環境の保護が可能となっている。DGRは、安全が
単一のバリアに依存しないよう、施設の堅牢性を強化するため複数の安全機能またはバリアを
具備しており、これは安全を徹底するための原子力分野における通常の慣行である深層防護の
原則に合致するものである。

放射線防護および安全戦略
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•	 花崗岩母岩（スウェーデン）
スウェーデンの岩盤がDGRに適しているかどうかのサイト特性調査は1970年代に開始さ
れ、スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）は2000年に優先代替サイトの調査を開
始した。エスポのURLでの調査は1990年に開始された。フォルスマルクのサイト特性調査は
2002年に開始され、SKBは2011年にライセンス申請を提出した。

•	 粘土母岩（フランス）
フランスの廃棄物管理機関（ANDRA）は、1990年代からムーズ・オート＝マルヌ地区で広
範なサイト特性調査を実施してきた。第1段階では、地球物理学と深層ボーリングを活用し
た地質調査を地表から行った。ANDRAは2000年からURLを建設・運営しており、2021年に
は規制当局に対してDGRの建設許可を申請する予定である。

•	 粘土母岩研究施設（ベルギー）
HADESは粘土層における地層処分の可能性を研究するため、深い粘土層に建設された欧州
で最も古いURLで、地下225メートルのブームクレイ層に位置し、放射性廃棄物の地層処分
の安全性と実現可能性研究における中心的な役割を果たしている。専門家らはこのURLを、
深い粘土層で廃棄物処分場を建設・操業・閉鎖するための産業技術を開発・試験するために
使用している。科学者たちは、長期間にわたり、深い粘土層において現実的な条件下で大規
模な実験を行って、未固結の粘土層における地層処分の安全性を評価している。

•	 岩塩母岩（米国）
米国エネルギー省は1975年、物理検層、岩芯、地球化学的サンプリングと試験、および水理
学の試験と分析を含む廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）サイトの特性評価プログラ
ムの一環として、探査掘削を開始した。WIPPサイトは超ウラン元素含有放射性廃棄物の深
地層最終処分のためのもので、1999年に操業許可を取得して最初の廃棄物を受け入れた。

今では、的を絞った特性評価プログラムの一環として、さまざまな母岩に適したサイトが提案
されている。サイトの選定と規制当局による許可が前進するにつれ、これらのプログラムから得ら
れた情報や教訓が、まだそこまでのプロセスに至っていないDGRプログラムに対する情報提供とし
て活用されることが期待される。

廃棄物隔離パイロットプラント 。
米国エネルギー省

地下で撮影した連続採掘機 。
米国エネルギー省
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3.3  不確実性の管理
地層処分はその期間が極めて長期であることから、DGRのSNF/HLWを隔離し、封じ込める性能に
関して、その信頼レベルとリスクに関して疑問が提起されている。2012年のNEA調査「Methods 
for Safety Assessment of Geological Disposal Facilities for Radioactive Waste」では以下のような結
論を出している。NEA Mesa Initiative の結論 ：

�懸念される現象の複雑さや考慮されている時間と空間のスケールを考えると、閉鎖後の安全性
評価に関する不確実性は不可避であり、処分システムの開発とその安全性の評価においては不
確実性の管理が極めて重要となる。これには、関連するすべての機能、事象、およびプロセス
が考慮されたかどうかの不確実性、それらの説明および使用すべきモデル化方法の不確実性、
および分析に必要なデータの不確実性が含まれる（NEA、2012）。

DGRに関連する不確実性に対処するため多大な努力が行われている。DGRの性能評価における
重要な側面の1つは、関連する特徴と事象、プロセスの特定である。NEAは1990年以来、放射性廃
棄物管理のための国家プログラムによるこれら要素の特定と分類、選別を支援するために利用可能
な電子ツールとして、FEP（特徴、事象、プロセス）データベースを開発し、維持してきた。FEP
データベースは、DGRの安全性評価に関連するシナリオを明確にするために使用するための包括的
なFEPのリストを維持して提供している（NEA、2000）。また、各国は、DGRプロセスの挙動を
表すために使用されるモデルやパラメータの不確実性を評価してきた。例えば、核廃棄物処分場の
安全性評価にとって重要な、さまざまな地球物理学的、水文地質学的、地球化学的プロセスを説明
する数学モデルの理解を深めるため、核廃棄物処理の性能評価における地圏移動モデルの検証に関
する国際研究（INTRAVAL）が実施された（NEA、1997）。

過去50年間に蓄積された科学的情報は、DGRのセーフティケースにおいて不確実性の検討に役
立っている。セーフティケースは、DGRの性能に関する不確実性の影響を、透明かつ包括的に評価
するものである：

�セーフティケースは、意思決定の土台となるものであり、検討・レビューのために関与する意
思決定者に提示されなくてはならない。信頼性の声明では、規制当局、一般の人々、その他の
ステークホルダーを含む対象読者からの信頼を前提とすることはできない。提示される根拠が
適切かつ包括的だと考えるかどうか、また、その確信性について著者に同意できるかどうか
を判断するのは読者自身である。しかし、透明性の高い説得力のある方法で主要な論拠を提示
し、関連するすべての結果を完全に開示し、それに関するQAおよびレビュー手順を実施する
ことで、セーフティケースの結論に対する読者の信頼を得ることができる。プログラムの後期
段階、特にセーフティケースが事業許可申請文書の一部として提出されるまでには、決定すべ
き事項に関して安全性を損なう可能性のある不確実性や未解決の疑問については、適切な方法
で説明されているべきであり、信頼性の声明に反映されていなくてはならない。不確実性が残
ることは避けられないが（例えば、母岩の特性評価はプロセス中にその良好な特性に疑問が生
じることなく完了することは決してない）、セーフティケースではなぜこれらの不確実性に
よっても安全性に関する主要な論拠が揺らぐことはないのか、理由を示すべきである（NEA 
2013a）。

不確実性のもう1つの原因は、遠い将来、DGRへの偶発的な侵入が発生する（例えば、処分場
の深さまで間違って掘削してしまう）可能性である。セーフティケースの作成においては、偶発的
な侵入シナリオの影響が考慮される（NEA、2004および2008a、 ICRP、1998）。DGRは天然資
源のない地域に位置しているため、探索掘削の可能性は低く、偶発的な侵入の可能性も最小限であ
る。セーフティケースで仮定としての侵入イベントの評価によって、そのような事象に対するDGR
の耐障害性を評価するための情報が提供され、侵入の確率をさらに低減して仮定としての侵入の結
果生じ得る潜在的な影響を制限するための選択肢を検討できる。

地層処分を支持する科学情報は、すべてのステークホルダーが調査のために利用可能であ

DGR安全戦略に関する科学的コンセンサス
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る。DGRプログラムはまた、DGRの不確実性と性能が可能な限り広範に精査されることを保証
するために、ピアレビューも可能にしている（例： SKB、2019、NEA、2016、IAEA-OECD-
NEA、2002）。不確実性の管理は、 DGR設計を構成する複数の安全機能の最適化の重要な部分で
ある。

3.4  �科学的コンセンサスのまとめ
科学的コンセンサスは容易に得られるものではない。1980年代以降、SNF/HLWを安全に廃棄
するDGRの実現可能性を調査するため、慎重かつ熟慮されたペースで科学的調査が実施されて
きた。その結果、地層処分の安全性に関しては科学情報やデータの量（および質）が大幅に拡
大・改善している。長期的な安全性調査の戦略に沿って、DGRコンセプトの安全バリア（廃棄
物パッケージ、バックフィル素材、サイトの特性評価など）を評価するための調査が実施され
ている。廃棄物を隔離して封じ込め、不確実性を管理するため、DGRを工学面から調査して
最適化し、情報を収集して特定の岩石特性の理解を深めることを目的として、多数のURLが建
設された。すべての科学情報は、オープンな科学的対話の一環として、誰にでも利用可能であ
り、この科学的な対話が、DGRが提供する安全性の理解を継続的に深めるための建設的な議論
とピアレビューの場を提供している。今日ではDGRがHLWとSNFの処分に最良のソリューショ
ンを提供するという科学的なコンセンサスが形成されている。

複雑な取り組みには不確実性が伴う。DGRに適したサイトの選定はもはや問題ではなく、さ
まざまな岩種で適切なサイトが特定されている。良好なサイトは地層が安定していることから
DGRの性能を最適化する安定した環境を提供し、DGRの安全性を実証・保証できるよう、不確
実性の評価と責任ある管理を可能にする。URLの実証結果に基づき、DGRは安全な廃棄処分ソ
リューションを提供するという科学的なコンセンサスができあがっている。

DGR安全戦略に関する科学的コンセンサス
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4.  確立された規制の枠組みと 
国家政策

DGRの規制の枠組みと国家政策には、委員会、公開討論、市民会議、コンサルテーション・プロ
セス、法的枠組み、議会セッションなどが含まれる。DGRプロジェクトでは、技術設計と社会的
受容を確固とした科学的コンセンサスと平行して改善することで共同構築することが不可欠であ
る。DGRプログラムには、学際科学的、技術的、組織的、社会的、ガバナンス上の問題が関わって
いる。実施段階全体を通じてDGRプログラムが一貫した安全プログラム内で完了することを確実に
するには、強力な規制の枠組みと国家政策を世界各国で整備することが必要である。

4.1  明確な役割と責任
DGRの開発と操業には長期間（100年単位）が必要であるため、DGRを一貫した安全プログラム
内で完了するには、関連組織および政府機関すべてに対して明確な役割と責任を規定する必要があ
る。特に、欧州核廃棄物指令2011/70/EURATOMは、将来の世代に過度の負担をかけないよう、使
用済み燃料と放射性廃棄物の責任ある安全な管理のための共通の枠組みを確立するもので、EU加
盟国は、使用済み燃料および放射性廃棄物管理において高水準の安全性を確保するため、規定を定
めなくてはならない。この一連の責任は、人と環境の保護にとって重要なすべての要素に対処する
ため原子力施設に適用される要件を明確にしかつ管理するとともに、管理手順の役割と要件を明確
にしている。この欧州指令では、加盟国が定期的（3年ごと）に欧州委員会に進捗状況を報告する
とともに、少なくとも10年ごとに国レベルでの枠組み、管轄権を持つ規制当局、および/または国
家計画の国際的なピアレビューを招聘することが義務付けられている。

IAEAが取りまとめた「IAEA使用済み燃料管理の安全と放射性廃棄物管理の安全に関する共同
条約（IAEA Joint Convention on Spent Fuel and Radioactive Waste Safety and on the Safety of 
Radioactive Waste Management ）」には83カ国が調印した。このプロセスでは、各国が放射性廃
棄物の安全な管理義務実施状況を3年ごとに報告しなくてはならない。報告には各国の政策や規制
で義務付けられている規制当局や開発業者の活動と義務が含まれ、開発業者、規制当局、政府の活
動を含む、使用済み燃料管理分野における最新の動向が示される。安全性に関する意思決定の独立
性と、閉鎖後長期にわたる記録の監視と保存の継続、安全性に関する意思決定とステークホルダー
の関与の透明性を確保するために、役割と責任が明確にされている。

DGRプログラムには、安全規則および手順への準拠を徹底するために、安全レビューならびに
監督を実施する独立した規制枠組みが適用される。高レベル放射性廃棄物の地層処分がどう開発さ
れるのかを説明する文書（規制、ガイダンス文書、政府の発令、政策文書など）の組み合わせは国
によってそれぞれ異なるが、DGRプログラムを実施するための基本的なプロセスは本質的に同じあ
る（NEA、2013a、IAEA、2011、ANDRA、2016、SKB、2011b、STUK、 2013）。EUレベルで
はDGRプログラムはEURATOMの廃棄物指令による法的指針に従って全加盟国が実施し、欧州委員
会が定期報告義務に基づいてそれを監視している。
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4.2  可逆的な段階的アプローチ
DGRは開発期間が長く、地下工事中や廃棄物の埋設中、およびその後処分場を永久に閉鎖するま
での観察期間中、入念に計画された試験プログラムを通して処分場の性能に関する知識を深めるた
め、より詳細な情報を収集し、調査するための時間がある。従って、各段階でこの情報の評価を行
うことにより、次の段階に進む決定の妥当性を裏付けることができる。この点に関して2004年に開
催されたNEAワークショップの参加者は、次のような結論を出している。

廃棄システムの進化に関連する不確実性は、処分場の開発プログラム全体を通じて適切に考
慮し、管理されなくてはらない。段階的な開発プログラムの各段階では、不確実性分析を通
して確立されたその時点での技術的信頼レベルで、長期的な安全性の実現可能性に対する適
切なレベルの信頼に基づいて決定する必要がある（NEA、2005）。

フランスの処分場プログラムではこの段階的なプロセスを、調査とデータ収集を継続するため
に使用される継続的学習プロセスと的確に言い表している。この審議型のアプローチにより、開発
プロセス中における意思決定の逆転、設計や計画の変更なども含め、処分場の開発の進行とともに
信頼性を高める機会が提供される（NEA、1999、NARC、2003、IAEA、2011）。

段階的プロセスの一環としての継続学習では、処分プロセスをその実施段階で適宜改善するこ
とができ、適宜必要に応じて安全性を高めるための幅広いオプションを検討する柔軟性が提供され
て、決定を覆すことができる。可逆性の明確な目標は、地層処分場の開発中も情報が継続的に収集
される中で意思決定者に利用可能なあらゆる選択肢を提供することである。

国際原子力機関（IAEA）による「Specific Safety Requirements for Disposal of Radioactive 
Waste（放射性廃棄物の処分に関する個別の安全要件）」（IAEA No. SSR-5、2011）では、以下の
ように規定されている。

「放射性廃棄物の処分施設は、一連の段階を通じて、開発、操業および閉鎖されなければな
らない。これらの各段階は、サイト、設計、建設、操業および管理のオプションならびに、
処分システムの性能と安全性の繰り返しの評価によって必要に応じて支えられなければなけ
ればならない。」（要件11：処分施設の段階的開発と評価（IAEA、2011）。
この「継続的学習」の原則は、EURATOM廃棄物指令に記されている。
処分施設の実施と開発には数十年かかるため、多くのプログラムでは、サイトの状態や処分
システムの進化の可能性に関する新しい知識を導入する場合など、柔軟性と適応性を維持す
る必要性を認識している。放射性廃棄物の地層処分の実施に関する技術プラットフォーム
（Implementing Geological Disposal of Radioactive Waste Technology Platform：IGD-TP）
の下で行われる活動により、この点に関する専門知識や技術へのアクセスが容易となるだろ
う。そのためには、操業・設計基準としての可逆性と回収可能性を処分システムの技術開発
の指針として使えるかもしれない。ただし、これらの基準をもって、正当な閉鎖理由を持
つ、適切に設計された処分施設の代わりとするべきではない。放射性廃棄物と使用済み核燃
料の管理は最先端の科学技術に基づいているため、妥協が必要となる（EU、2011）。
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4.3  ステークホルダーからの信頼
DGRの社会的受容性は国によって、また、個々の国の中でもさまざまなステークホルダーによって
大きく異なる。過去20年間にわたり、多くの国際グループがステークホルダーとの対話のアプロー
チ方法やDGRのセーフティケースの透明性を評価・改善し、ステークホルダーの関与を強化するた
めのアプローチを探ることに専念しており、多岐にわたるコミュニケーション方法（パンフレット
やタウンホールミーティングなど）を活用して、DGR関連情報のステークホルダーへのコミュニケ
ーションを改善し、ステークホルダーが懸念を表明したり質問したりできるようにしてきた。NEA
放射性廃棄物管理委員会は2000年に、ステークホルダーとの対話や、共通の信頼感の醸成、情報に
基づく同意、放射性廃棄物管理ソリューションの受容について学習を促進するために、「ステーク
ホルダーの信頼に関するフォーラム（FSC）」を設立した。「FSCの経験は、公共の信頼と信任を
得るためには、技術要件に加えてリスクと安全に関する社会的な懸念に対処する必要があることを
示している」（NEA 2015）。この点に関し、FSCはDGRプロセスにおける信任を高める取り組み
の一環として処分施設がコミュニティによる監督とスチュワードシップを可能にすることを推奨し
ており、各国はステークホルダーの関与と参加を促すための取り組みを行っている（例：環境に関
する、情報へのアクセス、意思決定における市民参加、司法へのアクセスに関する条約［オーフス
条約］など）。

例えば、2019年6月に放射性廃棄物に関する欧州共同プログラム・プロジェクト（EURAD）が
始動した際には、EURATOMの放射性廃棄物管理に関する研究プログラムが大きく変更された。
このプロジェクトには、市民代表者に加え、各国の放射性廃棄物管理のための研究開発プログラ
ムで公式な役割を持つすべての関係者が参加している。EURADは、戦略的研究アジェンダとロー
ドマップを作成し、その活動（戦略的研究アジェンダに記載）を放射性廃棄物管理プログラムの段
階ごとに典型的なマイルストーンと関連付けた。EURADには、廃棄物管理組織間の協力から始ま
り、IGD-TPを経て、SITEXプロジェクトの技術安全組織間における同様の協力に至るまでの長い歴
史がある。当初はEURATOMが資金面を支援していた双方の活動は今では自律的なフォーラムとし
て継続している。また、いくつかの研究機関がEURADSCIENCEを立ち上げた。IGD-TP、SITEXも
独自の戦略的研究アジェンダを策定し、すべてEURADに提出され、市民団体からも意見が寄せら
れている。

ステークホルダーの信頼を得るには、科学的な開放性と透明性が重要である。地層処分を支持
する科学情報は自由に調査できるよう開放されている。数十年にわたる調査研究とDGRの安全機能
の性能に関するオープンな議論を通して、DGRコンセプトの実現可能性と安全性に関する国際的な
コンセンサスが形成されてきた。同時に、他の技術分野と同様、コンセンサスは全員の意見が一致
していることを示すわけではない。DGRの研究に取り組んでいる科学コミュニティは、コミュニテ
ィ全体の知識と理解を継続的に向上させるため、現状に異論を唱えるオープンで建設的な議論やピ
アレビューを継続している。DGRプログラムの透明性により、委員会、公開討論、市民会議、コン
サルテーション・プロセス、法的枠組み、議会なども含め、技術的視点と社会的視点の双方から、
プロセスがより堅牢なものとなる。これらの枠組みはすべて、確固とした科学的コンセンサスを形
成する一方で技術設計と社会的受容を平行して改善しつつプロジェクトを共同構築するために不可
欠である。



高レベル放射性廃棄物の管理と処分：世界の進捗状況とソリューション26

確立された規制の枠組みと国家政策

4.4 � 規制の枠組みと国家政策のまとめ
廃棄処分プログラムを前進させるためにはDGRの安全性に対する確固とした科学的裏付けが絶
対に必要な基本的要素であるが、それだけではない。DGRプログラムには、学際的な科学、技
術、組織、社会、ガバナンスの問題が関わっている。開発と実施を責任をもって適切に進める
ためには、明確な規制の枠組みと国家政策が必要である。DGRの開発と操業には長期間（100
年単位）が必要であるため、DGRを一貫した安全プログラム内で完了するには、関連組織およ
び政府機関すべてに対して明確な役割と責任を規定する必要がある。数十年にわたるオープン
な調査研究とDGRの安全性に関する議論を通して、DGRに関してすべてのステークホルダーが
アクセスして調査できる透明な科学的コンセンサスが強化されてきた。

DGRプログラムの実施にはさまざまなアプローチが使用されているが（例：法規制、規制上の
要件、ガイダンス、提言など）、安全で責任あるDGRプログラムの一環として使用される原
則とアプローチは、本質的にすべての国に共通するものである。現在の規制枠組みと国家政策
は、DGR の安全性の実現をさらに促進する確固とした科学的コンセンサスを得る過程で技術設
計と社会的受容を並行して改善することによりDGRプロジェクトを共同構築するために不可欠
である。
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5.  DGRの実施―慎重な長い道のり

慎重な長い道のりを経て、科学的コンセンサスを形成しつつ確固とした規制枠組みを作り、政府が
政策を示してきたことで、DGRプログラムは現在と将来の世代を保護しつつ事業段階に入ってい
る。別表に、DGRサイトの選定、建設許可申請、建設開始において前進している9カ国のDGRプロ
グラムのスケジュールを示す。

これらDGRプログラムで前進している国々は、建設許可申請を提出する前に、裏付けとなる情
報の調査・収集・批判的評価に約30年を費やしている。この期間は、利用可能な科学情報を指針と
して慎重に進められた審議プロセスだったといえる。各国のDGRのプロセスには、前進するかどう
かを決定する重要な意思決定ポイントにおいて、それを支える科学情報の評価と議論が含まれる。
以下に、フィンランド、フランス、スウェーデンが従っている慎重で透明性の高い科学プロセスの
実施状況について説明する。

5.1  フィンランドの実施状況（オルキルオト）
フィンランドでは、1983年の政府決定によって定められた目標に従って使用済み燃料の処分準備が
進められてきた。それ以来、廃棄物処分に向けた母岩の適合性を確認するためのオンカロ地下岩特
性評価施設における処分深度での現場調査を含め、オルキルオトでサイト特性調査が実施されてき
た。サイトに関する知識は、原則決定（Decision-in- Principle）段階から大幅に増えている。現在
の施設設計（KBS-3H）は2002年からSKBとPosivaが共同で開発してきたものである。処分施設の
輸送・接続トンネルの建設は、Posivaの地下処分施設建設開始準備ができていることをフィンラン
ドの放射線・原子力安全庁（STUK）が確認後、2016年12月に開始された。最初の掘削段階には、
処分エリアへの最初の中央トンネルも含まれる。段階的な建設アプローチにより、操業中も処分技
術の継続的な改善が可能である。このプロジェクトは、2020年末までに操業許可を申請することを
目標としている。

STUKは、透明性の高いオープンなプロセスにコミットしており、放射線と原子力安全に関し
て公衆とメディアとのコミュニケーションに責任を負う。STUKは、積極的でオープン、迅速、明
確なコミュニケーションを心がけている。コミュニケーションを成功させるための前提条件とし
て、STUKがメディアと公衆に知られており、STUKが提供する情報は真実であるとみなされる、と
いうことがある。コミュニケーションは、入手可能な最良の情報に基づいて行われ、国民の期待に
応えるものでなくてはならない。STUKはウェブサイトとソーシャルメディアのプラットフォーム
を使用して、国民と双方向のコミュニケーションを行っている。

使用済み燃料の処分コストは、「核廃棄物管理基金」に蓄えられた資金によってカバーされ
る。フィンランドでは、廃棄物を産出した者が廃棄物管理コストの経済的責任を全面的に負う。た
とえ将来、廃棄物の産出者がその義務を履行できなくなったとしてもそのコストを確実に賄うこと
ができるように、廃棄物の管理と処分ならびに廃炉に伴う将来のコストをカバーするための資金調
達システムが存在する。
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この期間における主なマイルストーンは以下の通り。

•	 1987年 - 5カ所のサイトで、深部掘削、地質マッピング、水文地質学研究、水力地球化学研
究、岩石力学研究などを含む予備的なサイト特性評価が開始。

•	 1992年 - 5カ所のうち、4カ所で詳細なサイト特性評価プログラムが開始、1999年まで継続し
た。

•	 1999年 - Posivaは処分施設のサイトとしてオルキルオトを提案。この申請は、STUKによ
り安全性の観点から審査され、2000年1月にエウラヨキの地方自治体によって受け入れられ
た。

•	 2001年 - 議会は原則決定を承認し、Posivaが計画された処分場プロジェクトを継続し、実際
の処分深度で地下岩盤特性評価施設「オンカロ」を建設することを承認。

•	 2004年 - オンカロで掘削作業が始まり、定置技術をテストするためのデモ用トンネルを含
む、広範なサイト固有の特性評価とテストが建設段階で開始。

•	 2005年 - Posivaが閉鎖後のセイフティケースの枠組みを策定（その後、2008年にアップデー
ト）。

•	 2012年 - Posivaが建設許可を申請。

•	 2015年 - STUKは、建設許可申請に関して、安全性評価で裏付けられた安全性に関する肯定
的な声明を発表。さらにSTUKは、建設許可申請とともにSTUKにレビューのため提出された
重要な安全書類について、別途決定を下した。これらの決定では、STUKは、Posivaが建設
中または操業許可申請文書で満たさなくてはならない要件を設定した。これらの要件は、プ
ロジェクトに関連する不確実性を一部低減するための追加の安全性実証作業に関連するもの
である。政府は2015年11月にPosivaに建設許可を付与した。

•	 2016年 - 何度かの点検を経て、STUKはPosivaに廃棄処分施設の建設開始の申請を承認し
た。

オンカロの使用済み燃料処
分場 。 
Posiva（フィンランド）
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5.2  フランスの実施状況（Cigéo）
フランスでは、フランス議会の管理下で地層処分場プロジェクト「Cigéo」が開発されている。こ
れは、長期貯蔵や群分離、核変換などその他の選択肢も含めて1991年にフランスで初めて制定され
た放射性廃棄物法により開始されたもので、1991年から2005年までの研究段階では、URLの建設
も含め、科学・技術的調査が行われた。URL内で次第に規模が拡大していった技術プロセスの調査
と開発に向けた研究開発が進む中で、2010年からHLWと中間レベル放射性廃棄物の共同処分用施
設としてカロボ・オックスフォーディアン粘土質岩層でCigéoの設計が進められている。2016年に
は安全オプションがフランス原子力安全機関（ASN）にレビューのため提出された。

1991年法が制定されて以来、プロジェクトの主要な決定における透明性とステークホルダーの
関与は大幅に進展している。2013年にはこのプロジェクトに特化した公開討論会が行われ、それに
関して「原子力安全情報と透明性に関する高等委員会」が意思決定プロセスの透明性に関する報告
書を発表した。サイト選定と設計に対する支持を求めるため、ステークホルダーとの間でオープン
な協議が定期的に実施されたが、これは今後建設承認プロセスの一環となるであろう。Cigéoの段
階的な実施と操業を通してステークホルダーが意思決定に継続的に関与できるよう、Cigéoのガバ
ナンス制度が策定されつつある。

DGRプログラムの実行には多大なリソースが必要となる。フランスでは、「汚染者負担」の原
則（ASN 2018）に従い、原子力事業者が国の監督下で放射性物質および廃棄物の管理資金を供出
する。環境法の一部となった2006年6月28日法により、こうして長期的な原子力コスト資金のリン
グフェンス制度が確立された。事業者は、廃炉コストや使用済み燃料および放射性廃棄物の管理コ
ストなど、長期的なコストを評価しなくてはならない。これら将来的なコストに対して、事業者は
担保性の高い特定使途の資産を設定することで、今補償する義務を負う。これらの活動は、経済と
エネルギーの担当大臣らで構成される行政機関を通じて、国が厳重に監視する。

この期間における主なマイルストーンは以下の通り。

•	 1993年 - 地方当局からの自主申請に基づき、4カ所の候補サイトで地質特性評価の誘致活動
が開始。

•	 1998年 - 政府は、進行中の科学・工学調査を継続して拡大するため、カロボ・オックスフォ
ーディアン粘土層に深部施設を提供するムーズ・オート＝マルヌ地下研究所を開発すること
を承認。

•	 2005年 - 15年間の調査研究を経て、ANDRAは2005年研究報告書を作成した。これは安全な
可逆的廃棄処分施設を建設するための技術的なソリューションが存在することを実証する実
現可能性調査だったが、さらなる最適化の余地があることを認め、特定のソリューションに
コミットするものではなかった。この報告書は科学的・技術的評価プロセスを経て、1991年
法の下に設置された国家評価委員会の一般報告書に基づき、ムーズ・オート＝マルヌで調査
されたサイトの深地層最終処分施設の実現可能性と安全性に関するANDRAの結論が、ASN
の意す見書と国際専門家審議の報告書によって支持された。

•	 2010年 - 政府はASNと国家評価委員会（CNE）の助言に基づき、また、選出公職者と地域
情報監督委員会（CLIS）との協議後、廃棄処分施設が予定されている母岩ゾーンにおける
ANDRAの作業案を承認した。このさらなる地質探査により、このゾーンのカロボ・オック
スフォーディアン層は、深地層最終処分施設のサイトとして適切な特性を示していることが
確認された。

•	 2013年 -  5月15日から7月31日まで、および9月1日から12月15日までの期間、Cigéoプロ
ジェクトに関する公開討論がフランスの公開討論国会委員会（CNDP）によって開催され
た。Cigéoプロジェクトの実施主体であるANDRAは特に、処分対象の廃棄物の暫定インベン
トリ、Cigéo施設のサイト候補地、可逆性に関するANDRAの一連の提案、概念設計研究の結
果などを発表した。
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•	 2014年 - 5月5日、ANDRA理事会は、Cigéoプロジェクトに関する公開討論会を経て、
「Cigéo建設許可申請審査に向けて準備するため、ANDRAはCigéo操業のためのマスタープ
ラン、安全オプション報告書、および回収可能技術オプション報告書から構成される文書一
式を政府に提出する」ことを決定した。

•	 2016 年 - ANDRAは、通常の操業期間中およびインシデントや事故発生時（操業期間中）
に人の健康と環境を保護し、ならびにCigéo閉鎖後の目的、原則、および安全機能を説明
する、2つの（操業期間中と閉鎖後の）安全オプション報告書を作成した。閉鎖後の報告書
は、これらの目的、原則、および安全機能がプロジェクト設計とサイト選定においてどう考
慮されるているかを強調している。

5.3  スウェーデンでの実施状況（フォルスマルク）
原子力活動法（1984年）は、原子力活動を許可された事業主体がそれから生じる放射性廃棄物およ
び使用済み核燃料の安全な管理と最終処分の責任を負うと定めている。使用済み核燃料の最終処分
のKBS-3方式が1970年代後半から進行している。スウェーデンのDGRプログラムは、広範なフィ
ールド調査、エスポ地下研究所の開発、パブリック・エンゲージメント、国際協力（2002年以降
のPosivaとのKBS-3H設計の共同作業を含む）、必要なセーフティケースの開発など、長年にわた
り継続的な取り組みを続けてきた。徹底した研究開発プログラムを実施後、スウェーデン核燃料・
廃棄物管理会社（SKB）は2011年に処分場の建設許可を申請し、スウェーデンの放射線安全機関
（SSM）は2018年にSKBの最終処分システムに関して肯定的な見解書を発行した。裁判所は2018
年にSKBの申請に関し、サイト、岩、緩衝材、環境に関する声明に関して肯定的な見解を示した
が、銅製キャニスターに関しては追加文書を求めた。2019年にSKBは銅製キャニスタに関する追
加文書を政府に提出した。政府はこの問題に関して決定を下す前に地方自治体と協議することにな
る。

ビュールセクターの地質断面図 。
GNU無料文書ライセンス
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現在進行中の使用済み燃料処分場建設許可の審査では、1980年代初頭からステークホルダーが
積極的に関与し、透明性の高い予測可能なサイト選定および許可プロセスが役立っている。それに
貢献した主な要因としては以下が挙げられる。（1）SKBのRD&Dプログラムおよびコスト計算書
に規制に係る審査、公開協議、および政府の承認とともに明示される、廃棄物管理および廃棄処分
処理ソリューション開発に対して原子力業界が共有する義務。（2）地域社会によるサイト選定プ
ロセスへの自主参加と政府による建設許可決定を拒否する地域社会の権利。（3）地域社会や環境
団体が公式協議に積極参加するための地位を築くことを可能にする、原子力廃棄物基金を通じてス
テークホルダーに提供される資金。

1981年には、スウェーデンで使用済み核燃料と放射性廃棄物の管理と廃棄処分にかかる将来の
コストを原子力事業者が確保するための資金調達システムが確立された。この目的は、事業者が責
任を負うべきコストを国や将来の世代が肩代わりしなくてはならないリスクを最小限に抑えること
である。事業者は原子力廃棄物基金に納付金を支払う。SKBは、原子力発電事業者のコスト見積も
りをとりまとめ、3年ごとにスウェーデンの債務管理局（Riksgälden）に提出する。

債務管理局は費用の見積もりを審査し、電力会社ごとに納付金と保証料を算出する。政府は債
務管理局の勧告に基づき、最大3年間の期間における放射性廃棄物の納付金と保証料を決定する。

この期間における主なマイルストーンは以下の通り。

•	 1973-1985年 - スウェーデン地質調査所が実施した調査により、スウェーデンの地質学的条
件は廃棄処分に適していることが示された。

•	 1983年 - 現在の設計の基礎となるKBS-3処分場の初期設計文書が作成され
た。KBS（KärnBränsleSäkerhet  = 核燃料の安全性）。

•	 1985年 - SKBがオスカルスハムン自治体のエスポ硬質岩研究所で調査を開始。

•	 1993年 - SKBが8つの自治体で実現可能性調査を開始し、2000年に完了。

•	 1995年 - SKBが報告したサイト選定要因と基準を今後の継続的なサイト選定作業の出発点と
し、サイト固有の実現可能性調査を5～10カ所のサイトで実施、サイト調査は少なくとも2カ
所のサイトで実施する必要があるとの政府決定。

•	 2001年 - 政府は、SKBが提示した代替案の評価に基づき、KBS-3方式をサイト特性調査継続
の計画の前提にすると宣言。

•	 2002年 - SKBは最終処分場として検討されている2つの自治体でコンサルテーションを開
始。各自治体での公開ミーティングやオスカルスハムンEIAフォーラムとの会合、フォルス
マルク・コンサルテーション、EIAグループとの会議などを含めさまざまな形態でコンサル
テーションが約60回実施された。公開コンサルテーション会議と併せ、書面によるコンサル
テーションも実施されている。すべてのコンサルテーションは、会合か通信かの形態にかか
わらず文書化されている。

•	 2006年 - SR-Siteプロジェクトの準備段階としてSR-Can報告書が発行された。この安全報告
は今では最終処分場建設・操業許可申請書のベースとなり、それに添付されている。

•	 2009年 - サイトの条件を体系的に比較した結果、あらゆる点を考慮するとフォルスマルクが
長期的な安全性を実現するために最適の候補地であるとされた。このため、SKBはフォルス
マルクでDGRの許可を申請することを決定した。

•	 2011年 - 30年間の研究開発の後、SKBはフォルスマルクDGRのKBS-3設計に基づく建設許可
を申請した。
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•	 2012年 - SKBの許可申請に関する広範なコンサルテーションが全国で行われ、さまざまなス
テークホルダーおよびステークホルダー組織が許可の審査に関する懸念や見解を表明するた
めのチャネルが提供された。審査機関には、関係自治体、郡理事会、環境団体、その他の非
政府機関、大学、その他当局が含まれていた。NEAはスウェーデン政府の要請に応じてピア
レビューを行った。

5.4 � 実施状況のまとめ
この数十年、規制の枠組みや国家政策の制定および実施とともに、安全なDGRの開発を保証す
るための科学情報は大幅に増えている。URLの実証段階は、DGRが人と環境を保護していると
いう必要な信頼感をもたらすものである。DGRは今では、科学界、諸機関、産業界から広く支
持された成熟した概念となっている。DGRプロセスはすべてのステークホルダーにとってオー
プンで透明性が高くなければならず、プログラムの完了に必要なリソースについては、廃棄物
の発生者がコストを負担するという政府の政策によって保証されていることが重要である。従
って、今では欧州を中心としたいくつかの国々で、2030年末までにDGRが操業を開始するとい
う計画が発表され、それらすべての計画が実現されることが期待されている。フィンランドが
世界初のDGRを建設すると予想される。世界中でDGRの実施が成功を収めて前進すれば、経験
と知識がさらに向上し、場合によっては、初期の施設が経験したよりも速いペースで他の国々
でもDGRの開発が進むと期待される（NEA 2019）。
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6.  結論

原子力業界は、利用する放射性物質のライフサイクル全体に取り組んでおり、政府は厳格な法的枠
組みを確立している。これには、廃棄物処理やパッケージングにおける先端技術の利用、発生する
廃棄物の量の最小化が含まれ、国によっては使用済み燃料を再利用する循環経済も含まれる。深地
層最終処分場（DGR）で高レベル放射性廃棄物（HLW）を処分することについては、国家レベル
の議会や国際的な枠組み（EU、IAEA、NEA）のみならず、州や省、地方レベル、個人レベル、ピ
アレビュー文献、さらには科学団体によってその安全と倫理的配慮が協議された結果、今では将来
にわたり社会を長期的に保護する方法として幅広く受け入れられている（NEA 2007）。DGRが幅
広く受け入れられるまでの道のりは容易ではなく、数十年にわたる慎重かつ重点的な科学的調査を
経て次第に受け入れられてきたものである。そして、社会の放射線防護基準が今も将来も確実に守
られるようにするため、規制の枠組みと国家政策に沿ったプロセスの中でオープンな協議が行われ
てきた。とりわけ：

•	 科学的コンセンサスは、URLでの重要な調査や実証実験を含め、数十年にわたって精力的か
つ持続的に実施されてきた調査に基づいて形成されている。この期間を通して、DGRの研究
に従事する科学コミュニティは、現状に満足することなく継続的かつオープンで建設的な議
論とピアレビューに積極的に取り組み、コミュニティ全体の知識と理解を継続的に向上させ
る努力をしてきた。

•	 周知の自然の法則に従って変化を重ねた結果として安定した環境を提供する母岩の特性は、
将来の世代による保守や修復作業を必要とせず、非常に長期的にわたって維持できるDGRの
「パッシブ安全」を保証している。百万年というような地質学的な時間の尺度での自然シス
テムの長期的挙動の理解に資するため、ナチュラルアナログ研究が実施されてきた。

•	 DGRの安全戦略には、単一のバリアに依存せず、より堅牢なDGR設計を保証する、隔離と
封じ込めのための複数の安全機能またはバリア（深層防護）アプローチが含まれている。セ
ーフティケースにおける仮定としての侵入イベントの評価によって、そのような事象に対す
るDGRの耐障害性を評価するための情報が提供され、さらに侵入の確率をさらに低減し、
あるいは仮定としての侵入の結果生じ得る潜在的な影響を制限するための選択肢が検討でき
る。

•	 段階的プロセスの一環としての継続学習によって、処分プロセスを実施段階中に適宜改善す
る余地と、不確実性管理プログラムの一環として安全を最適化する幅広いオプションを検討
する柔軟性とを持たせることができる。廃棄物を回収できる余地を含む段階的なアプローチ
では、どのような決定でも覆すことができる。すべてのDGRプログラムで段階的アプローチ
が採用されている。

•	 DGRプログラムの透明性は、委員会、公開討論、市民会議、コンサルテーションプロセス、
法的枠組み、議会セッションを含み、技術面と社会面双方でより強固なプロセスを提供する
ものである。これらの枠組みはすべて、確固とした科学的コンセンサスを形成する一方で技
術設計と社会的受容を平行して改善しつつプロジェクトを共同構築するために不可欠であ
る。
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結論

•	 DGRプロジェクトの共同構築には、今日既に整備されている明確で曖昧さを残さない規制枠
組みと国家政策が不可欠である。これには、プログラムを完了させるために必要なリソース
のコストを廃棄物の発生者が負担することを保証する政策も含まれる。

•	 このプロセスで前進している国々は、DGRの建設計画の許可申請をする前に、その支援材料
となる情報の調査・収集、批判的評価に数十年を費やしてきた。これらの国々は、DGRの安
全性を裏付ける科学的実証実験の重要な一部として地下研究室を使用している。

SNF/HLWを安全に廃棄処分するため、処分場の建設許可申請まで長期間にわたり慎重に進める
のが最良の方法であることが実証されている。現在、いくつかの国が成熟したプロジェクトを通じ
てこの概念を実践しつつある。そうしたプロジェクトでは、環境と人類の保護に関してDGRの高性
能を実証することが可能である。さらにDGRは、国際協力によって規定されている通りに、また担
当規制当局によって最先端技術との比較評価が詳細にわたって実施されるということもあり、実証
済みの最先端技術を駆使してあらゆる適切な措置を取っていることを強調せねばならない。今では
欧州を中心としたいくつかの国々で、2030年末までにDGRが操業を開始するという計画が発表さ
れ、それらすべての計画が実現されることが十分に予期される。世界中でDGRの実施が成功を収め
て前進すれば、経験と知識がさらに向上し、初期の施設が経験したよりも速いペースで他の国々で
もDGRの開発が進むと期待される。
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放射性廃棄物は、医療・産業・研究・発電など幅広い活動から発生する。このような廃棄物
はすべて、人の健康と環境の保護を最優先して安全に管理しなくてはならない。何十年に
も及ぶ研究活動を経て、国際科学界は今では、高レベル放射性廃棄物を深地層最終処分場
（DGR）に定置することが安全かつ効果的であると確信するに至っている。

各国政府は、それぞれが最良であると信じるエネルギー・環境政策を実施する絶対的な権利
と責任を有している。放射性廃棄物の処分に関しては、客観的な事実に基づいて議論される
ことが最も重要である。この報告書は、DGRにおける高レベル放射性廃棄物の管理に関して
現在わかっている知識を一般読者に提供することを目的としている。
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